
 

 

「令和６年度 大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」の成果 

 

要請月日：令和 5年 10月 4日ほか 

要請・提言 成果の主な内容 

固定資産税等の安定的確

保（総務省、内閣府、内

閣官房、財務省） 

・令和 3・4年度税制改正において講じられた負担調整措置の特例のよう

な、課税標準額の上昇幅を抑制するなどの措置は行われなかった。 

・償却資産に対する固定資産税の制度については、廃止等の大幅な見直し

はされず堅持された。 

国庫補助負担金の改革

（総務省、内閣府、内閣

官房、財務省） 

・工期の長期化に対応した公立学校施設整備費国庫負担事業の実施期間の

延長（2→3か年度）を令和 7年度から可能とする関連法令が改正され

た。 

・物価変動の反映や標準仕様の見直しなどにより、小中学校校舎（鉄筋コ

ンクリート造）の補助単価が 10.3％引き上げられた。 

地方債制度の充実（総務

省、内閣府、内閣官房、

財務省） 

・公的資金について、施設の耐用年数を踏まえ、一般廃棄物処理事業の償

還期間が 30年以内に延長された。 

注 要請・提言の欄中の（ ）内は、要請・提言先の府省庁。ただし、記載された府省庁のほか、政党や国会議員

に対しても要請・提言を実施している。 


